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令和８年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No 1 府 省 庁 名     警察庁      

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（消費税） 

要望 

項目名 
金属盗対策法の施行に伴う税制上の所要の措置 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

 盗難特定金属製物品の処分の防止等に関する法律（令和７年法律第 75号。以下「金属盗対策法」という。）

のうち、特定金属くず買受業に係る措置に関する規定については、公布の日から起算して１年を超えない範

囲内において政令で定める日から施行されるところ、金属盗対策法第３条第１項の規定による届出をした者

が、他の者から特定金属くずを買い受ける場合の特例について、現行の課税関係を踏まえ下記事項を要望す

る。 

・特例措置の内容 

金属盗対策法第３条第１項の届出をした者について、取引記録のみの保存（インボイス保存不要）で仕入

税額控除を可能とする特例措置の対象とするもの。 

 

 

 

 

関係条文 

 

消費税法第 30条第７項、消費税法施行令第 49条第１項第１号ハ 

 盗難特定金属製物品の処分の防止等に関する法律第３条、同法第９条第１項 

減収 

見込額 

［初年度］    － （  －  ）  ［平年度］   －  （  －  ） 

［改正増減収額］ －                             （単位：百万円） 

 

要望理由 

消費税法第 30条等で規定するいわゆるインボイス制度において、適格請求書発行事業者以外の者からの仕

入れについては、原則として仕入れ税額控除ができないこととなっているところ、古物商や質屋のような消

費者等から仕入れる事業については、消費税法施行令第 49条第１項第１号ハ(1)から(4)において、帳簿のみ

の保存（インボイス保存不要）で仕入税額控除を可能とする特例が設けられている。 

 このたび成立した金属盗対策法に規定する特定金属くず買受業を営む者についても、消費者等から仕入れ

る事業を営むことから、金属盗対策法に基づく届出を行った者を特例の対象とする必要がある。 

 

本要望に 

対応する 

縮減案 

 

－ 
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今
回
の
要
望
（
税
負
担
軽
減
措
置
等
）
に
関
連
す
る
事
項 

合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

 

 

－ 

政策の 

達成目標 

 

－ 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

 

－ 

同上の期間中

の達成目標 

 

－ 

政策目標の 

達成状況 

 

－ 

 

 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

 

－ 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

税制措置が適用された場合、金属盗対策法に基づく届出を行った者が、取引記録のみ

の保存（インボイス保存不要）で仕入税額控除を可能とする特例措置の対象となる。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

国税についても同様の要望を行っている。 

 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

 

 

－ 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

 

 

－ 

要望の措置の 

妥当性 

金属盗対策法に規定する特定金属くず買受業者についても、消費者等から仕入れる事

業を営むことから、税制上の措置が必要不可欠である。 
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こ

れ

ま

で

の

税

負

担

軽

減

措

置

等

の

適

用

実

績

と

効

果

に

関

連

す

る

事

項 

税負担軽減措置等の 

適用実績 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

－ 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

 

－ 

前回要望時の 

達成目標 

 

 

－ 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

 

 

 

 

－ 

これまでの要望経緯 

 

 

－ 


